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昨年 12月 23日に開催された社保審医療保険部会の資料によれば 

後期高齢者の窓口負担割合の見直しについて 

2割負担の所得基準 

  単身世帯  課税所得が28万円以上かつ年収200万円以上の

方を2割負担の対象 

  複数世帯  後期高齢者の年収合計が320万円以上 

  収入基準に該当するかどうかは、「年金収入とその他の合計所得

金額」が年収の下限の額を上回るかで判定 

 となっています。 

  

課税所得が28万円以上とは 

  課税所得とは 

課税所得＝総所得金額①－所得控除② 

     総所得金額①とは各種所得（給与所得、雑所得など10種類、年金は雑

所得）の合計額 

所得とは、１年間の収入から経費を差し引いた金額。もらったお金

を収入、収入から経費を引いた金額を所得という。 

年金所得（雑所得）＝年金収入－年金控除（年金収入 330万円以下

の場合は110万円※1） 

 ※1公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金

額が「1,000万円以下」     

（2面に続く） 

 

政府は 2月 5日、第 204通常国会に医療制度改革関連法案を提出しました。その中で 75歳以上の後期高齢

者の医療費窓口負担に関し、単身世帯で年収 200万円以上の人を対象に、現行の 1割から 2割に引き上げると

しています。「現役世代の負担増を抑える」ための対応としており、今国会での成立を目指しています。法案

が成立すれば 2022年 10月から 2023年 3月までの間に施行されます。 

 退職者連合は基本的に「2割負担新設は反対、新設やむなしとすれば所得の高い層に限定すべき」として連

合とも協議を重ね、政党要請等に取り組んできました。今次案は「最悪な区分」は避けられたとはいえ、遺憾

であり、財源問題を現役世代と退職者・高齢者の世代間対立にすり替えるような議論に与することなく、被保

険者の負担軽減の観点から、公費の拡充なども勘案した持続可能な高齢者医療制度の確立を求めていきます。 

 

75
歳
以
上
が
加
入
す
る
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
の
負
担
割
合
は
現
在
、
課

税
所
得
１
４
５
万
円
以
上
で
年
収
３
８

３
万
円
以
上
（
75
歳
以
上
が
複
数
い
る

世
帯
は
５
２
０
万
円
以
上
）が
３
割
で

（７
％
の
人
が
対
象
）、
そ
れ
以
外
は
１

割
と
な
って
い
ま
す
。 

今
回
の
改
正
案
で
新
設
さ
れ
る
２
割

負
担
の
対
象
者
は
、
課
税
所
得
が
28

万
円
以
上
あ
る
こ
と
、
「
年
金
収
入
と

そ
の
他
の
合
計
所
得
金
額
」が
75
歳
以

上
が
一
人
の
世
帯
で
は
２
０
０
万
円
以

上
、
複
数
い
る
世
帯
で
は
３
２
０
万
円 

医療制度改革関連法案 国会で審議へ 

 
 

以
上
あ
る
こ
と
、
の
い
ず
れ
も
（両
方
と

も
）満
た
す
ケ
ー
ス
で
す
。 

現
役
世
代(

い
ず
れ
高
齢
期)

の
保
険

料
負
担
を
抑
え
る
の
が
目
的
と
強
調

し
て
い
ま
す
が
、
現
役
世
代
の
負
担
減

は
総
額
６
８
０
億
、
一
人
当
た
り
年
８

０
０
円
（
労
使
折
半
）程
度
で
す
。
対

し
て
公
費
は
１
１
４
０
億
円
で
「社
会

保
障
の
財
源
確
保
の
た
め
の
窓
口
負
担

の
増
」と
い
え
ま
す
。
「世
代
間
負
担
の

適
正
化
」は
「保
険
者
か
ら
の
支
払
額

減
」
と
事
業
主
の
社
会
的
責
任
の
回

避
、
家
計
負
担
増
、
「受
診
抑
制
」を 

具体的にどのような人が 2 割負担となるの か 

 

 

も
た
ら
し
ま
す
。 

政
府
は
「施
行
に
当
た
って
は
、
長
期

頻
回
受
診
患
者
等
へ
の
配
慮
措
置
と
し

て
、
２
割
負
担
へ
の
変
更
に
よ
り
影
響

が
大
き
い
外
来
患
者
に
つ
い
て
、
施
行

後
３
年
間
、
１
月
分
の
負
担
増
を
、
最

大
で
も
３
０
０
０
円
に
収
ま
る
よ
う
な

措
置
を
導
入
す
る
」と
し
て
い
ま
す
。  

 
 

「
単
身
世
帯
２
０
０
万
円
以
上
２

割
」と
い
って
も
１
割
負
担
の
人
も
い
ま

す
。
個
人
の
住
民
税
課
税
所
得
が
関

係
し
て
き
ま
す
。
線
引
き
は
少
し
複

雑
で
す
。 
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山
口
県
は
幾
分
高
齢
化
は
緩
や
か
で

す
が
、
山
間
部
等
で
は
す
で
に
50
％
を

超
え
て
い
る
地
域
も
存
在
し
ま
す
。 

訪
問
医
療
、
訪
問
介
護
の
状
況 

通
院
が
で
き
な
い
方
の
要
請
を
受
け

医
師
が
そ
の
都
度
診
療
を
行
う
往
診
を

含
め
る
と
内
科
で
79
、
外
科
で
18
、
歯

科
で
47
の
医
療
機
関
が
対
応
で
き
る
現 

状
で
す
。
介
護
も
29
の
機
関
が
対
応
で

き
る
と
し
て
お
り
、
ほ
ぼ
要
望
に
対
応
で

き
る
現
状
で
あ
る
と
判
断
で
き
ま
す
。
し

か
し
な
が
ら
、
介
護
に
関
し
て
は
担
い
手

不
足
が
顕
在
化
し
、
訪
問
介
護
を
断
念
す

る
機
関
も
出
て
き
て
お
り
、
外
国
人
人
材

や
ロ
ボ
ッ
ト
に
よ
る
対
処
も
今
後
求
め

ら
れ
ま
す
。 

「
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
」
の
周
知
・
充
実
を 

山
口
県
退
職
者
連
合
会
長 

升
田
正
通 

 
所得控除②とは医療費控除、生命保険料控除や地震保険料控除、社会

保険料控除などの物的控除。扶養控除のほか、配偶者控除や配

偶者特別控除、寡婦控除（寡夫控除）、障害者控除などの人的控

除。さらに基礎控除（所得税の計算では48万円《2020年から合

計所得2400万円以下の者》。住民税の計算では43万円《後期高

齢者医療制度窓口負担にはこの額で計算》）。 

収入・所得が同じでも社会保険料（後期高齢者医療制度の保険料、介護保

険料など）控除や生命保険料控除、地震保険料控除、医療費控除などで課税

所得は異なります。 

今回の厚労省のモデルケースでは、年金収入200万円から公的年金等控

除（110万円）、基礎控除（43万円）、社会保険料控除（個人によって異な

るが、17万円程度）を差し引くと、「課税所得」は30万円程度となります。 

 

具体的にいくつかのケースを検討してみます 
 

（１）単身者で課税所得が28万円以上となった人 

例1 年金収入 245万円 

給与収入 0円 

⇒ 「年金収入とその他の合計所得金額」が245万円となるので

課税所得28万円以上なら2割負担 

例2  年金収入 190万円 

  給与収入  55万円（給与所得控除《55万円》後の合計所得 0円） 

  ⇒ 「年金収入とその他の合計所得金額」が190万円となるので

課税所得が28万円以上であっても1割負担 

例3  年金収入 190万円 

  給与収入  65万円（給与所得控除《55万円》後の合計所得 10万円） 

       ⇒ 「年金収入とその他の合計所得金額」が200万円となるので

課税所得28万円以上なら2割負担 

例4  年金収入  77万円  

給与収入 186万円（給与所得控除《この収入額の場合は63.8万円》

後の合計所得 121.2万円） 

 ⇒ 「年金収入とその他の合計所得金額」が198.2万円となる。

所得控除後の課税所得が 28万円以上でも収入が 200万円を満た

さないので1割負担 

「課税所得が28万円以上で年金収入（年金控除前）が200万円以上はその他の

合計所得に関係なく2割負担（3割相当除く）」 

（２）75歳以上が複数いる場合は、最も高い人の額で判定されます。 

75 歳以上の夫婦世帯の場合、「課税所得 28 万円以上」はどちらか高い方の

額で判断されます。 

夫が年金収入 300万円、妻が年金収入 20万円の世帯と、夫が年金収入 170

万円、妻が年金収入150万円の世帯を比べると、「年金収入その他の合計所得

金額」は両世帯とも基準の 320万円以上に当てはまるが、夫が 300万円の世

帯は課税所得 28 万円以上を満たして 2 割負担となる一方、夫が 170 万円の

世帯は28万円を下回り、１割負担となる。 

今年の確定申告がはじまりました。所得控除の額を確認し、計算してみま

しょう。また 6 月ごろに、住民税の通知が自治体から届きます。そこで「年金
収入とその他の合計所得金額」「課税所得」の確認ができます。 

 

地
域
に
お
け
る
支
え
あ
い
の
仕
組

み
作
り
が
最
大
の
課
題 

生
活
支
援
に
関
し
て
は
買
い
物
・
移

動
・
配
食
・
住
居
改
善
・
ご
み
出
し
支

援
等
様
々
な
も
の
が
あ
り
、
認
知
症
に

関
し
て
も
一
緒
に
買
い
物
に
出
か
け
た

り
、
話
し
相
手
に
な
っ
た
り
な
ど
、
家

に
こ
も
り
が
ち
な
高
齢
者
を
地
域
社
会

に
引
っ
張
り
出
す
こ
と
も
必
要
で
す
が

十
分
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
地
域
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー
及
び
山
口
市
社
会
福
祉
協

議
会
に
生
活
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー 

（
地
域
支
え
合
い
推
進
委
員
）
を
配
置

し
、
地
域
の
支
え
あ
い
や
通
い
の
場
づ

く
り
等
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
が
、
ま

だ
ま
だ
地
域
の
「
資
源
」
の
把
握
が
不

十
分
で
こ
の
課
題
の
難
し
さ
が
依
然
と

し
て
あ
り
ま
す
。 

 

地
域
で
の
支
え
あ
い
活
動
を
生
活
支

援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
地
域
に
お
け

る
自
治
会
、
社
会
福
祉
協
議
会
、
地
域

づ
く
り
協
議
会
、
老
人
ク
ラ
ブ
、
福
祉

委
員
、
民
生
委
員
な
ど
と
の
か
か
わ
り

を
ど
う
持
た
せ
て
い
く
の
か
が
課
題
で 

す
。 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
周
知
を 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
は
「
各
地
域
で
暮

ら
す
住
民
す
べ
て
に
関
わ
る
も
の
で
あ
り
、
今

ま
で
以
上
に
安
心
、
安
全
で
充
実
し
た
生
活
が

送
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
も
の
で
あ
る
」
と

い
う
動
機
付
け
が
大
切
で
あ
り
、
合
わ
せ
て
高

齢
者
を
中
心
と
し
た
健
康
寿
命
を
延
ば
す
た
め

の
取
り
組
み
等
粘
り
強
い
広
報
・
周
知
活
動
が

必
要
と
考
え
て
い
ま
す
。 

（
事
務
局
の
責
任
で
文
を
編
集
。
投
稿
全
文
は
HP
共

同
デ
ス
ク
に
掲
載
） 


